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本論文の要旨は以下の通りである。 

 本論文はファイナンシャル・プランナー(FP)を代表とした,消費者に提案する商品につい

て,ファイナンシャル・サービスをサービス・マーケティングの視点で細分化し生活シーン

に合ったマーケティング戦略のアプローチをすることにより新たなモデル構築の提唱をお

こなっている。 

 「パーソナルファイナンシャル・サービス」の説明については，序章にて述べることに

するが, 本論文は個人がライフプランにおいてパーソナルファイナンシャル・サービスを受

けた場合の現代における「こういう時にはこういうモノやサービスを受ける」という個人

視点からの生活シーンに適合したマーケティング戦略を論じることとしている。そのため

にはまず,サービスとは何かを論じなければならない。パーソナルファイナンシャル・サー

ビスは，企業から個人へのプロセスだけではない。制度によって国や地方公共団体から受

けるサービスは個人の生活リスクのサポートを行い,そのサポートを受けることによって個

人から企業へのアプローチを計ることが可能となる。 

 それにはファイナンシャル・サービスにおけるターゲット基準の考え方とパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスの特性・特質とそれに適合したマーケティング・ミックスの実

践という領域を明らかにしなければならない。そのためには生活者の価値観の多様化に対

応した市場細分化によるターゲット分析をより深く理解することが求められる。 

 ビジネスモデルは未来に向けた新しいビジネス展開を行っていく時代となっている。特

にインターネット普及と同時に,特に近年におけるスマートフォンの開発と増加しつつある

広範囲な浸透は,モバイル技術に対するマーケティングコミュニケーションがますますマー

ケティングの重要な要素になってきていることを意味している。人々はすでに利便性のみ

を求めるようになり, インターネット上で取引できるサービスについては，我々の時間に対

する価値観，期待の持ち方，また環境の中での自己認識のあり方などが変わってきている。

本論文は個人の視点からマーケティングの領域を捉え，個々人がライフステージを経過す

る際に避けて通ることはないだろうパーソナルファイナンシャル・サービスの意思決定か

ら使用行動まで過程を今日の社会情勢を踏まえどう構築していくことが焦点となる。 

こういったファイナンシャル・サービスについての文献は日本では少ないためマーケテ

ィングとパーソナルファイナンスを融合した研究を進化させているためのモデル構築を提

言している。 
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本論文の構成は以下のようになっている。 

はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に 

序章：「パーソナルファイナンシャル・サービス」の枠組み 

第 2 章：サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナ

ンシャル・サービスのポジション 

第 1 章：サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナ

ンシャル・サービス戦略の関係性 

第 7 章：本論文の命題と提言 

1. ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性 

2．ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける市場細分化とターディ

ング 

3．マーケティング・チャネル戦略 

4．パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域と戦略 

第 3 章： 

ファイナンシ

ャル・サービス

実務の諸領域 

第 4 章： 

パーソナルフ

ァイナンシャ

ル・サービス実

務の諸領域と

戦略モデル 

第 5 章： 

パーソナルフ

ァイナンシャ

ル・サービスの

マーケティン

グビジネスプ

ロセスモデル 

第 6 章： 

パーソナルフ

ァイナンシャ

ル・サービスに

おける新たな

マーケティン

グ戦略の確立 



3 

 

 

1)  パーソナルファイナンシャル・サービスの枠組み 

(1) パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティング 

 本論文の本題に入る前に，序章「パーソナルファイナンシャル・サービス」の枠組みと

して本論文の方向性と定義を示している。 

パーソナルファイナンシャル・サービスについて,学問的な固有の定義はみられないが,

本研究では,個人（広くは家計(生計を一にする家族構成員からなる組織)）におけるパーソ

ナルファイナンスの領域に向けられたファイナンシャル・サービスであると定義する。 

 パーソナルファイナンスに関する領域には,さまざまなものが含まれるが, 以下に掲げ

るものが，ファイナンシャル・サービスの領域となる具体的な商品・サービスの主たるも

のだといえる。 

① 銀行取引(預金,クレジット,銀行ローンなど) 

② 保険(生命保険,損害保険など) 

③ 株式投資(株式,債券,投資信託など) 

④ キャッシュフロー計画（収入と支出のフローの計画と分析など） 

⑤ 資産購入(自動車も含む)・管理(住宅(マイホーム)の購入と管理など) 

⑥ リタイアメント(年金など) 

⑦ その他のファイナンス（税金対応,相続設計,家族の教育と扶養の準備資金など） 

⑧ その他月々に支払うもの(無形物を対象として)で生活やキャッシュフロー計画に影

響を及ぼすもの(光熱費・通信代など) 

⑨ 我が国における社会保障制度 

⑩ その他生活に関わる民間サービス 

 つまり,上記のようなパーソナルファイナンスにかかわる領域をカバーするファイナン

シャル・サービスがパーソナルファインシャル・サービスであるといえる。個人顧客は個

人のライフプランに係るサービス,例えば,保険,住宅,教育ローン,年金(リタイアメントプ

ランニング)等のサービスを受益することにニーズがありその関心を持つのである。しかし

これらのサービスは多くの個人顧客にとって,この種のニーズは本質的に興味の持てない

ものであり,確かなファイナンシャルニーズが認識されない誤解がある。 

 またパーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングの定義は，個人のパーソナ

ルファイナンシャル・サービスに対するニーズを充足し,顧客のライフプランに適合したフ

ァイナンシャル・サービスをさまざまなマーケティング手法を用いて提供するのが,パーソ
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ナルファイナンシャル・サービス・マーケティングであるといえる。したがってサービス

コンセプトとその手法は進化変革を義務つけられているものであり,その本質は顧客の信

頼性に基づく生活サポート支援の付加価値化を命題とする。 

 我が国における社会保障制度はファイナンシャル・サービスの範囲に含まれるといえよ

う。社会保険は人的事故のみを対象としているが,近年においてライフプランに合った保

障・給付サービスが充実したことにより,社会保険利用によるマーケティング・チャネルが

拡大している。本論文は，経済学者のマンキュー（2005）がモデル化した市場経済におけ

る経済循環フローを例に経済における各部門間(家計・企業・政府)をお金の流れに絞って

図解している。これら経済の 3 つの部門(家計・企業・政府)は財とサービスの流れ及びお

金の流れによって共に結合する。ファイナンシャル・サービスは 3 方向の流れの中で過程

となるサービスを指している。本論文では家計に向けられている矢印を主にパーソナルフ

ァイナンシャル・サービスとして位置付けている。 

(2)  我が国の市場環境変化への対応とファイナンシャル・サービスの関係性 

我が国の市場環境変化は消費者にとって生活そのものを変化させている。家計のニーズ

があっても所得上昇が見込めないことから,企業の商品戦略においてより一層の取組みが

求められる。また今日企業を取り巻く環境にはさまざまな課題が表出している。 

これらの課題はパーソナルファイナンシャル・サービスにおいても無視できないもので

ある。消費者は家計のニーズとなるものを購入することによって初めて, 市場環境変化ニ

ーズから商品の価値創造が生み出されるのであれば,前述した 3 つの部門(家計・企業・政

府)が相互依存することによって，それぞれ個々が我が国の市場環境変化に対応しなければ

ならないし，サービスニーズの利用に気づかなければならない。それをファイナンシャル・

サービスではお金(補助金・給付金)と側面からの機能サービスとして位置付けている。 

2)  本論文の要旨 

さらなる 3 つの部門を融合させたマーケティング戦略の領域については本論において論

述しているが,本論文は個人の視点からマーケティングの領域を捉え，個々人がライフステ

ージを経過する際に避けて通ることはないだろうパーソナルファイナンシャル・サービス

の意思決定から使用行動まで過程を今日の社会情勢を踏まえどう構築していくことが焦点

となる。そもそもサービスとは何かを明らかにする必要がある。 
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第 1 章「サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービス戦略

の関係性」では,マーケティング戦略におけるサービス・マーケティング戦略のポジション

を明らかにし，サービスとは何かをさまざまな論者から意義を見出し,サービス・マーケテ

ィングの分類や品質を論じた上でマーケティング戦略におけるサービス・マーケティング

論説(マーケティング・コンセプト，リレーションシップ・マーケティング，サービス・マ

ーケティング・ミックス)とサービスとしてのファイナンシャル・サービスの領域と定義を

先行研究として行っている。本論文にて多数の論者のサービス分類枠組みを紹介してきた

が,サービスというものをいかに分類するのが複雑であることの理解が求められる。 

 

第 2章「サービス・マーケティング戦略とパーソナルファイナンシャル・サービスのポ

ジション」では, 2-1にサービスの価格設定について論述した。サービスの価格設定はサー

ビスの 4つの特性から価格設定をするのは非常に困難であり,有形財と同様にコストを重視

した価格設定を行いがちである。サービス・マーケティングにおける価格設定とサービス

コストには，価格設定においてはサービス時間配分(単位)による価格設定をどうするかが

一つの課題である。サービスコストについては実際サービス受給時の前後において顧客に

さまざまなコストが発生する。サービスには一つの提供ごとに場合によっては時間という

制約があるため,実際各サービスの利用時間(期間)に焦点を当てて，利用時間(期間)による

分類をすることにより今後のサービス提供への顧客満足向上へと図れるものだと思われる。

それを踏まえてサービス・マーケティング戦略の中で，パーソナルファイナンシャル・サ

ービスはどのポジションにあるのかサービス行為の前後を含めた時間の分類をすることで,

パーソナルファイナンシャル・サービスは最も長い時間を要するサービスだと筆者は考え

る。そこで企業側は顧客との囲い込みと既存顧客の維持することによりリレーションシッ

プを強化する戦略を図るのだが,企業の戦略によっては顧客との価値共創と離れている部

分があり,取引の継続はあってもリレーションシップは存在していない場合が多い。 

2-2は,これまでの商品の戦略的要素を中心にパーソナルファイナンシャル・サービス・

マーケティングの戦略手段からみた特質について論じた。ファイナンシャル・サービスの

戦略的要素は今まで金融マーケティングの部類として論じられてきた。しかし今日まで論

じられてきている金融マーケティングは,個々の商品に対する地域金融機関のマーケティ

ング戦略に焦点を絞ったものが多い。 
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しかし現代において個々人の生活ビジョンがあってもパーソナルファイナンシャル・サ

ービスについての知識があいまいで不安であること，前述したようにこの種のニーズは本

質的に興味の持てないものであり,確かなファイナンシャルニーズが認識されない誤解が

あることから，その不安を取り除くためにパーソナルファイナンシャル・サービスの商品

コンセプトやチャネル体系を今一度考える必要があった。 

これまでの金融サービス・マーケティングにおける商品開発のプロセスは,従来多くの金

融機関は顧客と自社との取引のみを基準として顧客属性や取引履歴のデータをもとにセグ

メンテーションの軸としてきたことから,本来の顧客の全体像がわからないまま接してい

た部分があった。マーケティングコミュニケーション戦略における伝統的なコミュニケー

ションプロセスは,メッセージの一方伝達に支配され,かなり集中したマスコミュニケーシ

ョンとしてみえる傾向にあった。チャネル戦略については,株式取引や保険契約のチャネル

体系だけでなく, 教育サービス提供業者と顧客の教育資金ニーズとその支払いによるマー

ケティング・チャネルの流れを論述した。これは教育資金に該当するパーソナルファイナ

ンシャル・サービスを具体的にチャネル化することによって教育資金サービスがどの領域

にあるのか明確にする必要があったからである。これまでの商品の戦略的要素を中心に,第

5章は,2-2で論じた戦略的要素をビジネスモデルとしてさらに応用した構成としている。 

 

第 3章「ファイナンシャル・サービス実務の諸領域」は,ファイナンシャル・サービスの

特質と特性において，他の消費財や生産財におけるサービスとは異なり，独自の専門知識

を必要とするものであること，これまで述べられてきた資産形成に関わることだけでなく，

生活不安の高まりからどの社会階層にも求められる個人の生活のための必需性あるサービ

スとして位置づけ，個々のニーズを特定してサービスを提供するサービス・マーケティン

グとしての専門性の有効性を示している。 

3-1は，ファイナンシャル・サービスの実務特性として, パーソナルファイナンシャル・

サービスはサービス・マーケティングの 4 つの特性特質が本当に当てはまるのかを検証し

ている。またこれまで論じられている特有な特徴から金銭概念を含めた特性特質を複数取

り上げ，それらの性質からファイナンシャル・サービスの特有な特徴・特殊性による一連

の流れ(選択行動プロセス)を示している。これらの特殊性をまとめると,購入前,継続（消

費）,購入後（結果）と分類することができる。購入前は,銀行側のサービス特性であるフ

ァイナンシャルプロバイダーの受託責任と予約性,生活者側の心理性質である媒介性と分
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類される。継続（消費）している間は,不確定消費,消費デュレーション,また市場の流れに

よる価値変動性が生じる。購入後の結果として生活者側に一次選択の非完結性や複合性が

生じる。 

このことから生活者の流れを具体的に表すと,媒介性という手段から時間や市場の流れ

によって価値変動性が生じ,一次選択の非完結性から複合性へと選択した結果,自然とパー

ソナルファイナンシャル・サービスの連続性(選択連鎖)が行われているのである。これに

はリスク分散投資にも行われる。こういった選択行動プロセスは,様々な特性を通じてファ

イナンシャル・サービスの真の特徴に気づいていくのである。 

次にファイナンシャル・サービス・マーケティングの領域として,事業(ビジネス)として

みた場合はどのような領域かを明確にしている。ここでエーベル(Abell(1980))の提唱した

事業の定理(Defining of Business) を基に事業の定義を顧客層・顧客機能および代替技術

という 3 次元の観点から事業の定義の概念化を行っている。すなわちファイナンシャル・

サービス・マーケティングの領域はファイナンシャル・サービス・プロバイダーが①誰に

(Who)どのような顧客層(顧客セグメント)に対して―ファイナンシャル・サービス受益者に

対して,②何を(What) どのような顧客ニーズの充足をーファイナンシャル・サービスの供

給によるニーズの充足を,③(How)どのような方法・アプローチで―特定の顧客の特定のニ

ーズに適合する独自のマーケティング手法を用いて提供する,というように概念化するこ

とができる。  

次にファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける顧客(受益者)には,大きく個

人顧客と企業顧客(法人)に分けられるが,それぞれの対象とする顧客に応じてマーケティ

ングの内容または仕方が異なる。ファイナンシャル・サービス・マーケティングで提供す

る(供給される)ファイナンシャル・サービスは,個人顧客でも企業顧客でもその性質は同じ

である。つまり,サービスの特性である無形性,不可分性,消滅性,変動性・異質性は個人顧

客向けサービス,企業顧客向けサービスとも同じ性質を持っている。しかし,サービスの性

質は同じであっても,顧客サービスに対する目標,ニーズはそれぞれ異なることから,求め

るサービスニーズは,個人顧客と企業顧客によって違ってくる。ファイナンシャル・サービ

スプロバイダーと顧客の関係は,個人顧客と企業顧客によって異なる。それがまたマーケテ

ィングアプローチの違いとなって現れてくる。ファイナンシャル・サービスプロバイダー

が供給するサービスは,食料品や日用雑貨等のような商品と違い,時には複雑で理解するの

に相当な知識を必要とする場合がある。一般に,個人顧客は情報収集力,知識の蓄積,交渉力
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において劣る場合が多く,一方でファイナンシャル・サービスプロバイダーと個人顧客の関

係は,いわばプロ対アマチュアの関係であり,情報,知識,交渉力等の点で大きな格差があり,

この状況を踏まえて,それに適したマーケティングアプローチが必要となる。これに対して,

企業顧客は組織的な対応を行っていることから,ファイナンシャル・サービスにかかわる情

報,知識は豊富であり,交渉力も一般に高く,したがってファイナンシャル・サービスプロバ

イダーとの関係では,いわばプロ対プロの関係であるといえる。このような状況を踏まえて,

プロとして扱うマーケティングアプローチが必要となる。  

次に上記で挙げた 3つの役割を基に,誰(Who)顧客に対して(ターゲット),個人向けマーケ

ティングアプローチすることにより何を(What)伝え,そしてパーソナルファイナンシャ

ル・サービスをどのように(How)構築していくことが主流となる。そして顧客はパーソナル

ファイナンシャル・サービスについてどれほど理解をして興味を示し,どういったプロセス

で意思決定をしていくのか考える必要がある。そうすることにより顧客との信頼関係の構

築(インタラクティブマーケティング)をどのように図っていくのかが重要となる。消費者

行動を理解するためには,多くの異なるフレームワークがあるが,ファイナンシャル・サー

ビスの消費者行動に関する調査の大多数は,消費者行動の理解に対する伝統的な認識に基

づいたアプローチに頼っている。消費者を理解するこのアプローチは消費者の選択が体系

的な処理のある形の結果及び情報の評価であるという概念に基づいている。消費者は購入

に先立つ意思決定プロセスにおいて,一連の段階を通じて連続して移動する問題解決者と

してみえる。問題解決プロセスにはいくつかの弱点をもっている。実際にこのアプローチ

は購入決定において合理性を装う。意思決定は非常に論理的で直線的であり,行動の一貫性

の程度を呈する。これらの限界を認識すること,およびファイナンシャル・サービスにおけ

る消費者の選択は潜在的に非常に複雑なプロセスであることに気づくことは重要である。

しかしながら, 消費者購入の意思決定プロセス(5 段階モデル)の簡単なフレームワークは,

ファイナンシャル・サービスにおける消費者の選択の議論を構築する方法として有益であ

る。実際にマーケティングが選択プロセスに影響を与えることができ,また与えるところの

ある異なる方法を理解する手段として,エンゲルらが提示するモデルは有益である。 

3-3は，「One to One マーケティングとパーソナルファイナンシャル・サービス」と題し

て，これまで成熟社会といわれ,モノの飽和状態を迎えた次なる消費欲求の中心は,購入し

た商品を生活の中でどのように活用し,自分らしさをどう表現できるのかという発想に変

わってきている。個々人が生活者として,個々の考え方や意識,価値観をもち,その場その場
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の状況によってさまざまな行動をとる時代となっているが,それは,生活者個々に細分化す

る One to One マーケティングの志向をますます市場戦略に求めてきている。 

顧客の属性・ライフスタイル・金融行動属性(金融機関チャネル)等が複雑化するなか,金

融機関はより多様な特徴を有する顧客と対峙しなければならない。このような状況を踏ま

え,今後多様化した顧客との取引機会を最大化するために,一人一人の状況に合わせた One 

to Oneマーケティングの実現が,パーソナルファイナンシャル・サービスの重要課題と認識

されていくと考えられる。それには顧客における「最適なタイミング」を逃さず,実際に取

引につながる効果的な提案を実施することが重要である。 

本格的な少子高齢化を迎え,一方若年層の結婚の遅れ(晩婚化)や未婚者の増加(未婚化)

は,これまでとは異なる新たな家族像や個人像を生み出すことにもなりうる。加えて身寄り

のいない低所得若年世帯層や高齢一人くらし世帯等をターゲットと考えた場合,1 人 1 人の

顧客との 1 対 1 の独自の関係(リレーションシップ)づくりに行きつくであろう。また継続

的な取引から世代を超えた独自の関係を構築することが可能となってくる。その結果によ

り顧客シェアの上昇は, 家族単位による囲い込みを視野に入れたマーケティング戦略を行

うことが不可欠という時代に来ている。  

 

第 4 章「パーソナルファイナンシャル・サービス実務の諸領域と戦略モデル」は，具体

的パーソナルファイシャンシャル・サービスマーケティングの展開としてターゲットと顧

客セグメントを行っており，世代毎の特性とライフスタイルセグメントの重要性指摘し，

これによる各層のパーソナルファイナンシャル・サービスの具体的適用を述べている。こ

れまで展開されてこなかった新しいパーソナルファイナンシャル・サービスの具体的命題

について論述し新しい提言を行っている。 

また先行研究でなされたマーケティング手法の適用と戦略を述べている。4-1は，ターゲ

ッティングにおけるシニア世代とヤング・子育て世代へのクロス・マーケティングの主張

とパーソナルファイナンシャル・サービスの実用的適用を述べている。 

生活者市場における戦略的フィルターとは，時代背景の変化により,戦前から現在の世代

まで各世代の心理的要素は異なる。ここでいう世代とは,同年代生まれの集団が心理,道徳

の発展段階や同じ社会的な役割を担うライフサイクル時期に社会的節目となるような同時

代体験をすることによって同質的な価値観や考え方を共有し,社会的現象を生む社会的集

団を指している。さらにライフステージは,人間の一生において節目となる出来事(出生,入
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学,卒業,就職,結婚,出産,子育て,退職等)によって区分される生活環境の段階のことを指

している。それぞれの段階は連続性があるものの,節目によって次の段階の生活環境や生き

方は大きく変容し,場合によっては,環境に適応するために生活スタイルや考え方など,さ

まざまなものを変化させる必要がでてくると考えられる。そして生活環境や人間の一生を

いくつかの過程に分けたものをライフサイクルといい,各年代の世代としての心理状況と

現在における各年齢のライフステージをフィルターごとに表すと表 1のように示すことが

できる。 

表 1  年齢ごとのフィルター一覧表 

 

備考：表中のライフのカッコ内はパーソナルファイナンシャル・サービスのターゲット層を指す。 

出所：高津春樹(2014)「2014年消費動向変革と企業戦略の命題」『企業間ネットワーク研究

会(第 25期)』,プレゼンテーション資料により抜粋。 

 年齢や世代をフィルターごとに区分けすると,世代とライフステージの相関性が明らか

になる。各世代は加齢段階を進んでいくと同時に,ライフステージもまた通過する。ライフ

ステージ自体に連続性があるため,ステージごとに生活環境などが大きく変容するごとに,

通過する世代は影響を受ける。一方,各個別ステージは一定のフレームを持つが,通過する

各世代の価値観や考え方によりそのライフステージでの生き方には多少の違いが生じる。

これにより世代ごとにライフサイクルが繰り返され,影響を受ける各世代は,その世代とし

ての同質的な価値観や考え方を共有することとなり,また高齢になるに従い多世代を把握
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できる立場となる。したがって世代とライフステージの相関性は非常に高いものだといえ

る。 

出産や子育てまたは教育資金に関わるパーソナルファイナンシャル・サービスを必要と

する団塊ジュニア世代やバブル後世代は,2つの世代を合わせると約 2,200万人いるといわ

れている。しかし,これらの世代は就職する時代に氷河期だったことから節約志向が強く,

近年における給与水準も伸び悩んでいたことから,パーソナルファイナンシャル・サービス

に対するアプローチは彼らのニーズがあってもアプローチを図りづらい状況にあった。し

かし,これらの世代は消費支出が増加するライフステージへ突入していることから,各世代

の価値観や生き方の特徴を把握しそのニーズに合わせたアプローチ戦略の策定をしなけれ

ばならない。 

そのためには団塊世代を中心としたシニア層に視野を入れたターゲット戦略が必要とな

ってくる。さらに老後のために健康維持と良好な家族関係の構築を求めていることから,ク

ロス・マーケティングによるパーソナルファイナンシャル・サービスの購入も十分考えら

れる。今日において二世帯住宅の増加や祖父母からによる教育資金贈与における非課税制

度は,シニア世代が消費支出の増大する子育て世代を助ける仕組みとしてとられた措置で

あるだろう。その点からみても世代とライフステージの相関性は高いものだといえる。価

格面では安くて,安全なサービスを納得して消費することが理想ではあるが,価格にこだわ

ることがなく,価格が高くても利便性を有した消費であるならば,価格のみの重視から脱却

を求める顧客ニーズを得ることができるであろう。 

それぞれの層におけるターゲット戦略とサービスニーズを順に追っていくと，ヤング世

代はファイナンシャル・サービスを知ることから始まり,成人してから国民年金の納付義務

も合わせ自分の生活に合ったファイナンシャル・サービスのニーズを受けていくだろう。

しかし,現代において多様化した生活スタイルと今日の経済情勢からファイナンシャル・サ

ービスを十分に活用していかなければ生活破綻になりかねる場合も否定できない。特に単

身者については高齢者だけでなく若者の孤立も社会問題化している。そのためには地域コ

ミュニティの重要性が求められる。宅配や郵便,新聞配達等はこれまでお届けがある時だけ

車を走らせていたが,これらが地域コミュニティの活性化につながる活動を行えば単身者

でも孤立感はなくなる。むしろ単身者は人が訪れることによって一つの楽しみとなる。物

流サービスもまた転換期を迎えている。 
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4-2は，4P→4Cからの顧客視点の転換をパーソナルファイナンシャル・サービスに適用

し，サービス・コスト・チャネル・コミュニケーションの 4軸の応用を指摘している。本

論では顧客視点におけるサービスとコストについては自動車の安全性と自動車保険の比較

を例に挙げた。チャネル・コミュニケーションについては具体的な新しいコミュニケーシ

ョンツールやデジタルツールの例を第 5 章にて取り上げている。またマーケティングコミ

ュニケ―ションツール使用による利便性と関係性については第 6 章にて論述している。 

顧客は,パーソナルファイナンシャル・サービスのニーズをもっていても,いつ,どこで,誰

に相談してよいのかわからず,何となく金融機関や各種の専門家へ足を運ぶ傾向が強かった。

しかし,個々の解決はできたとしても,それはライフプランにおける一部分での解決にすぎ

ないため真のニーズを満たすまでには至らない部分が多かった。 

パーソナルファイナンシャル・サービスは,本来,一部分だけのサービスを行うだけではな

く,ライフプランすべてを通じて完了するものでなければならない。資産運用については相

続対策や贈与,事業承継,遺言,不動産有効活用,保険の見直し,ローンなど個々の対策を行った

としても,それら一つ一つに横のつながりがあり,現代においてはその横のつながりが無視

できない時代へと移行してきている。 

第 5 章「パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングビジネスプロセスモ

デル」は，パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングプロセスモデルを論

述している。パーソナルファイナンシャル・サービスとしての開発プロセス，またコミュ

ニケーション戦略展開プロセス，チャネル対象としてのビジネスプロセスを明示し，パー

ソナルファイナンシャル・サービスとしての独自性と特異性を明らかにしている。したが

ってビジネスプロセスとしての独自の有用性とビジネス概念を取りまとめている。 

具体的に，5-1商品開発のビジネスプロセスモデルについては，生活シーンに根付いた自

動車保険ビジネスプロセスをあげた。保険商品もまた契約者・被保険者自らが生活シーン

となるよう，企業側はその姿勢とアプローチ力が求められている。一つは,保険代理店を単

に保険の販売者として定義するのではなく，顧客を取り巻くモノ・コトに潜むリスクを探

知し，これら情報を保険会社・顧客と共有できる仕組みを開発・運営できるパートナーと

なるべきである。これまで顧客から代理店，保険会社までの関係は縦割りの関係であった。

しかしこれからは保険商品の見える化の実現と個々の生活シーンに合った実感・体感型の

価値を創造したものでなければならない。さらに保険料のあり方にも再考する必要がある。 
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5-2コミュニケーション戦略上のプロセスモデルの応用は，マーケティング・ミックス（メ

ディアクロッスィング概念）について，コミュニケーション戦略の計画策定モデル，プロ

モーションキャンペーンの計画策定の諸段階，新しいコミュニケーションツールを複数上

げ，デジタルツールとなるコミュニケーションの例を説明し，これらのツールを組み合わ

せることによって効果的なコミュニケーションミックス戦略を策定することが求められて

いることを述べている。 

5-3は，チャネル対象のビジネスプロセスモデルと題して企業アプローチとしてオムニチ

ャネルの適用をパーソナルファイナンシャル・サービスで述べている。 

マルチチャネルは,顧客に対し各々個別に対応してきた。しかしそれは，複数の販売チャ

ネル接点を用意しただけに過ぎない。購入過程の流れは,複数の販売チャネルの多様化から

クロスチャネルへと移っていったが，顧客にとってみれば商品の情報収集から購入過程ま

でのチャネルの選択肢が増えただけであって，利便性はあるものの保険会社が有する各チ

ャネルのシェアが拡大するには至っていない。企業側はチャネル横断の顧客管理ができて

おらずマーケティング戦略において競争が激化していく一方であった。クロスチャネルは,

顧客の購買意欲を意識したチャネル戦略よりも商品やサービスを中心とした企業側の販売

管理の構成をチャネル化した戦略とみられていた。 

 顧客にとってみれば，問題意識から購入後の行動までスムーズにチャネル間を移動して

何のストレスもなく購買までたどり着けることが重要である。オンライン上で自身の契約

内容にリアルタイムでアクセスをして，何かあればコールセンターや SNS を含む複数のイ

ンタラクションを通じて企業につながることが望ましいと考えている。そして企業側は複

数のチャネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共

通で活用できる詳細な顧客情報データベースを再構築することである。このためには顧客

と企業との間に存在していた商品とチャネル間の縦の関係をシームレスな形で連携を行い，

すべての販売チャネルを統合させ，顧客に最も合う形で問題意識から購入後の行動までを

再構築させる戦略が必要となってきている。この流れをオムニチャネルと呼んでいる。 

企業側としては個々が持っているチャネル間を何らかの方法で統合させ，将来的な購入

についての情報を集める様々な方法を顧客に提供し，顧客は複数のチャネル間を移動して

自分の都合のよいチャネルで契約をする。チャネル間を自由に行き来することで購買視点

は企業から顧客側へと転換している。これには直営店舗または代理店と他のチャネルが情

報や見込み客を共有し協働していくことも想定されており，顧客が利用した試算データの
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把握や情報分析，コールセンター活動の情報を，店やコールセンターの販売担当者がリア

ルタイムで活用できるようにすることによりチャネル共通で顧客情報を蓄積・活用できる

メリットを有する。 

オムニチャネルを可能とさせたのはモバイル通信によるスマートフォン，タブレット PC

等の携帯端末の普及である。これらは消費者の購入過程と販売店との顧客接点を大きく変

化させた。今日においては，携帯端末を所有している人の個々の日常生活において手放せ

ないものとなっている。また ICT によって情報管理が一括できるようになったことも一つ

の要因としてあげられる。しかし，情報化の時代において個人情報やプライバシー保護を

どうあるべきか検討する必要がある。オムニチャネルによって得るデータ情報はますます

増加していくであろう。データを収集する側は個人のプライバシーまで探るようなことは

してはならない。企業側はいつでも顧客が望む手段で顧客の要望に応え，信頼できる適切

なデータを用いて対応することが求められている。 

またパーソナルファイナンシャル・マーケティングビジネスモデルの構築に際して，今

日の SNS 社会の進展による生活者購買行動の多次元化を前提にすると,AISAS モデルで示さ

れたように生活者への情報提供の在り方（コミュニケ―ション戦略モデルとして）は，イ

ンタラクティブ（双方向性）とその汎用的活用が求められていると同時に購買時点チャネ

ルとしてオムニチャネル化による情報提供拠点，購買時点拠点，アフターフォロー，活用

支援を含めたサポート拠点,適宜運用拠点等々,パーソナルファイナンシャル・サービスの

Just in Time 化(いつでも・どこでもニーズが発生時点での即応性)が求められる。これら

のビジネスモデルとしてオムニチャネル化モデルの中のシームレスな統合・評価の必然性

を提案している。またチャネル連携におけるチャネルナビゲーターモデルの活用を示唆し

ている。 

 

第 6 章「パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング戦略の

確立」は，パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティング戦略構

築モデルとして提言している。1 つ目は，Just in Time なパーソナルファイナンシャル・

サービス商品とサービス購買プロセス対応の為のオムニチャネルモデルについて事例を含

めて提言している。2つ目は，デジタル社会の進展の中で，金融機関を含めてチャネル連携

の方向性とソーシャル・メディア・モバイルの対応について提言している。3つ目は，顧客

とのリレーションシップ強化のための組織対応モデルの提言をしている。4つ目は，トータ



15 

 

 

ルパーソナルファイナンシャル・サービスの顧客対応モデルとしてチャネル別対応モデル

とチャネル課題解決モデルを提言している。 

第 7 章を「本論文の命題と提言」とし，以下の 4 つの命題と提言をあげ，最終的にファ

イナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域と戦略構築イメージを明らかにし

ている。 

 

3)  本論文の命題と提言(第 7章) 

1. ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性 

〈命題〉 

 ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおいては，広くサービス・マーケティ

ングと同じように，顧客への提供物はサービスである。したがって，サービス一般論でい

うサービスの特質・特性を有していることは共通していることであるが，提供するサービ

スがファイナンシャル・サービス(個人顧客に対してはパーソナルファイナンシャル・サー

ビス)であることから，サービス一般論でいうサービスとは異なる独自的特質・特性をもっ

ている。 

すなわち，本論文では，ファイナンシャル・サービス・マーケティングで提供するファ

イナンシャル・サービスは，「サービスが一般的に有するサービスの無形性，同時性，不可

分性，変動性・異質性，消滅性という 4 つの特質・特性のほかに，一次選択行動の非完結

性，不確定消費，消費デュレーション(消費継続期間)という 3 つの特質・特性が追加され

るものである」として，ファイナンシャル・サービスの 7 つの独自的特質・特性をとらえ

るものである。 

ファイナンシャル・サービスについて，さらに付言すると，ファイナンシャル・サービ

ス・マーケティングにおいて提供するサービスは，ファイナンス，特に個人顧客に対して

はパーソナルファイナンスに関するものであるから，その内容は高度であり，顧客(特に個

人顧客)がその内容を理解するのに多大の時間を要するので，顧客からの相談に適切に応対

し，提供するサービスの価値を顧客に的確に伝達することが極めて重要である。そのため

にサービス提供者(従業員スタッフ)が適切なコミュニケーション能力を発揮して，消費デ

ュレーションの特性から，生涯にわたる顧客との長期的で良好な関係維持を図っていかな

ければ，顧客は提供されるファイナンシャル・サービスを購入してくれない。この点にお

いても，ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性の一面を表しているといえる。 
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〈提言〉 

 上述したようなファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるファイナンシャ

ル・サービスの独自的特質・特性に関する命題をとらえると，ファイナンシャル・サービ

スの提供にあたっては, 

① ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性を加味したサービス商品の開発(サー

ビス価値の創造) 

② サービス提供者(従業員スタッフ)の顧客との共感能力やコミュニケーション能力の醸

成 

③ 独自性特質・特性をもったサービス内容や価値を十分に理解してもらうためのコンサ

ルティングを中心としたサービス提供の強化 

④ 顧客の一生涯にわたる良好な顧客関係づくり等 

の戦略がファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性を前提としたマーケティング行

動の基本でなければならない。 

2．ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおける市場細分化とターディング 

〈命題〉  

 ファイナンシャル・サービスを提供するにあたっては,サービスの提供を受ける顧客を特

定化する必要があるが，その方法として，しかしファイナンシャル・サービス・マーケテ

ィングにおいては，従来用いられていた市場細分化の方法(細分化の軸)では，市場を明確

に細分化することができない。ファイナンシャル・サービス・マーケティングでは，顧客

のライフスタイルが大きな影響を与えているからである。そこでファイナンシャル・サー

ビス・マーケティングにおける市場細分化は，「顧客の生活シーンを反映させたライフスタ

イルセグメンテーションを軸として設定することが重要である」とする。また，ターゲテ

ィングは，「生活者市場におけるフィルターごとに区分した世代を標的市場とすることが有

効である」という命題がその設定である。 

〈提言〉 

 市場細分化は，マーケティングにおいて，顧客をセグメント化し，ターゲティングを行

う上での前提となる戦略であるが,有形財（モノ）を対象として用いられる地理的セグメン

テーション，デモグラフィックによるセグメンテーション,サイコグラフィックによるセグ
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メンテーションなどでセグメント化する方法だけでは，ファイナンシャル・サービス・マ

ーケティングにおける市場細分化の方法としては,必ずしも有効とはいえない。 

顧客は，第 4章の図 4－2のように，さまざまな生活シーンを持っている。そこで，顧客

を細分化する方法として，このような生活シーンを反映させたセグメントを設定した細分

化戦略を採用すべきである。次にターゲティングは,細分化された市場(セグメント)のうち，

どの部分を標的市場とするかの問題である。ターゲティングにあたっては，年齢や世代を

フィルターごとに区分けすると,世代とライフステージの相関性が高いことが明らかであ

ることから，世代別ターゲット戦略に取り組むことが有効なマーケティング戦略となる。 

3．マーケティング・チャネル戦略 

〈命題〉 

 マーケティング・チャネルは,商品やサービスを中心とした企業側の販売管理の構成をチ

ャネル化した戦略とみられていたものであるが,これは一般論としては，ファイナンシャ

ル・サービス・マーケティングにおけるチャネル戦略にも当てはまる。 

 ファイナンシャル・サービス提供企業の代表例として保険会社の例をあげると,チャネル

は大きく分けると，代理店,コールセンター，ネット販売が主流である。消費者の保険加入

ニーズを見ると，保険加入行動は,「死亡保障ニーズの減少,ガン保険や介護保険などの生

存保障ニーズの増加，家計の保険料(掛金)負担余力の低下」指摘されており，ニーズの増

大とネット情報の煩わしさも相まって,保険商品は複雑であるイメージが強い。 

 保険会社においては，このような状況に適応して，インターネット上での個別相談を可

能とした利便性の高いインターネットと担当者による支援・アドバイスのチャネルを併用

しての情報収集，保険料試算から最終的な購買に至るまでのプロセスを完結する新たなチ

ャネルに取り組み始めている。 

 つまり，顧客が抵抗なくチャネル間を移動して購買までたどり着けるように，複数チャ

ネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共通で活用

できる詳細な顧客情報データを構築する体制づくりへの取組みである。これは，従来のチ

ャネルにとらわれない顧客アプローチであり，チャネル間をシームレスに繋ぐ仕組みづく

りの構築である。 

 このようなチャネル間をシームレスに繋ぐ新しいチャネルシステムをオムニチャネルと

呼ぶならば，ファイナンシャル・サービス提供企業チャネル戦略は，「従来のマルチチャネ
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ル戦略，さらにオムニチャネル戦略の展開への方向が有効である」という命題が成り立つ。 

〈提言〉 

 ファイナンシャル・サービス提供企業,例えばその代表的企業である保険会社の代理店と

いう「人のチャネル」は依然として強いものであるが，保険購入を考える人々の入口とし

てのインターネットの存在は年々大きくなっている。保険会社においては，このような状

況に適応してインターネット上での個別相談を可能とした利便性の高いインターネット担

当者による支援・アドバイスのチャネルを併用しての情報収集，保険料試算から最終的な

購買に至るまでのプロセスを完結する新たなチャネルに取り組み始めている。 

 つまり，顧客が抵抗なくチャネル間を移動して購買までたどり着けるように，複数チャ

ネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共通で活用

できる詳細な顧客情報データを構築する体制づくりへの取組みである。これは従来のチャ

ネルにとらわれない顧客アプローチであり,チャネル間をシームレスに繋ぐ新しいチャネ

ルシステムの構築が保険会社におけるオムニチャネルの取組みである。 

 オムニチャネルは，顧客が複数チャネルから好きなチャネルを選択するとともに，チャ

ネル間を自由に移動することを想定し，顧客視点に立ったチャネルを形成している。そこ

で，ファイナンシャル・サービス・マーケティングにおけるマーケティング・チャネル戦

略としては，オムニチャネルの構築により，顧客との接点を多様化して，それぞれのチャ

ネルの利点を活用し，情報収集，保険料試算，コールセンターや保険窓口担当者への質問

等がシームレスにチャネル間を移動しながら，最終的に購買の意思決定ができる仕組みを

構築し，まさに「個客」の視点に立ったオムニチャネルの取組みを行うことが必要である

と提言できる。 

4．パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域と戦略 

〈命題〉  

パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングは,我が国ではマーケティング

の範疇としてはほとんど論じられていない。コトラー（Kotler）（2000）は，サービス専門

企業が行うサービス・マーケティングを論じているが，ファイナンシャル・サービスを対

象とするマーケティングとは本質的に異なる。また銀行経営論や保険論等において，サー

ビス・マネジメントという形でファイナンシャル・サービスが論じられていることがある
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が，それは組織マネジメントの一環として取り上げられており，マーケティングの観点か

らのアプローチではない。 

パーソナルファイナンシャル・サービス・マーケティングの遂行に当たっては，ファイ

ナンシャル・サービスの独自的特質・特性からみて，コンサルテーションが顧客との相互

作用的信頼関係の樹立が極めて重要である。このようなインタラクティブ・マーケティン

グの実施に当たっては，コンサルティングサービス・マーケティングが極めて重要な機能

を果たすこととなる。しかしそれは，銀行,証券会社，保険会社等のサービス業の個別領域

を議論するのではなく，顧客から出発した顧客ニーズの充足を目指し,充足と満足を達成す

るための独自のマーケティング手法を用いることが必要である。 

以上のような問題意識に立って，ファイナンシャル・サービス・マーケティングの命題

は，以下の通りとなる。 

すなわち，ファイナンシャル・サービス・マーケティングは,「(1)顧客ライフスタイル

を軸とする細分化とフィルターごとに区分した世代別ターゲティングにより，市場(標的顧

客)を特定化し，(2)この特定化した顧客に対し，①顧客ニーズに対応した価値のあるサー

ビス商品の開発，② 顧客コストと顧客価値の適合化,③ 顧客接点の場（サービス・エンカ

ウンター）の適正な管理,④ 顧客との良好なリレーションの構築という各マーケティング

要素を遂行する」ものである。これらマーケティング要素は，相互に関連して整合性(内的

整合性)をもつものでなければならないし，さらにこれらマーケティング要素は，顧客を取

り巻く外的な社会経済環境との整合性(外的整合性)を保つものであるといえる。 
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図 1 ファイナンシャル・サービス・マーケティングの概念・領域 
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出所：筆者作成 
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誰に(Who)： 

適正な市場・顧客対応→顧客のライフスタイルを軸とした細分化，世代別ターゲティング

の策定を行う。 

何を(What)： 

① パーソナルファイナンシャル・サービスの開発 

→ 上記で標的とした顧客に対し,本論文で述べた商品開発モデル(プロセスを含めて)が

必要となる。 

② 顧客コストと顧客価値 

→ 4Pの Price(価格)と関係があるが，商品の開発にあたっては,顧客コストは顧客価値に

見合ったものであることが必要となる。 

どのような技術・手法を用いて(How)： 

① 顧客接点の場 

→ いわゆるサービス・エンカウンター(顧客との出会いの場)の問題で，インターナル・

マーケティングの実践(サービス提供者(従業員スタッフ)の安定したサービスの提供など),

チャネルの多様化（オムニチャネルの展開など）などが行われる。 

② リレーションシップ・マーケティング 

→ コンサルティングサービスの提供などが重要性となる。 

(2) 外側の円：顧客の取り巻く社会経済環境の大きな外的要因 

 マーケティングは,これら外的環境要因と適合したものでなければならない。 

〈提言〉 

 マーケティングの概念・領域について，上記のような命題としてとらえるならば，マー

ケティング戦略の提言は以下の通りである。 

ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略の構築にあたっては,(1)ファイナン

シャル・サービスの独自的特質・特性に基づき,顧客の個別サービスニーズに適応したター

ゲット戦略により，標的顧客を特定化し，(2)特定した標的顧客に対し,4つのファイナンシ

ャル・マーケティング戦略要素(①価値創造型サービスの開発戦略，②顧客コストに適合化

した顧客提供戦略,③顧客接点・チャネル多様化戦略，④リレーションシップ・マーケティ

ング実践戦略)を組み合わせた統合型マーケティング・ミックス戦略を実行し，それにより，

(3)これら戦略的マーケティング手法の遂行により顧客満足を獲得する戦略を追求するこ



22 

 

 

とが，ファイナンシャル・サービス・マーケティングの成功の鍵である。またこの戦略は,

消費・市場環境から少子高齢化環境さらには政策環境等まで外的な社会経済環境要因と整

合性を有したものでなければならない。 

図 2 ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略構築のイメージ 

ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略 
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(備考) 

□内が,ファイナンシャル・サービス・マーケティング戦略を構成する要素ということに

なる。 

出所：筆者作成 
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最後に 

パーソナルファイナンシャル・サービスの領域は幅広く，商品一つにとっても,顧客セグメ

ント一つにとっても，一概には研究しきれない部分がある。本論文はその序論と一部分に

すぎない。今後の研究展望としては,各テーマを一つ一つ紐解いていくことが課題である。

またモデル構築していくにあたって別の観点からの議論が必要となる。さらに残された課

題に対する解決策の模索が必要なのである。自身の未熟さもあるが,今後もより広く深い研

究が必要なのは言うまでもない。 
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Ⅱ. 審査結果の要旨 

 

 

高千穂大学大学院 教授・論文審査主査 

新 津 重 幸 

 

1. 本博士学位論文申請は 2015 年 5 月に提出され、主査 1 名副査 2 名による査読が行われ

た。また、博士論文申請に関わる学位能力試験（論文・英語論文読解）が 2015 年 7 月

に行われ、これに合格した。その結果を踏まえて 2015 年 11 月に発表会質疑が行われ

た。そして、質疑結果による修正課題を含め、本論文の口頭試問審査が 2016 年 1 月 12

日に行われ、その結果主査・副査 2 名共に合判定の結果とした。 

2. 本論文の構成は、目次に示す通りだが、 

● 第 1 章第 2 章でパーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングの定義とパ

ーソナルファイナンシャル・サービスの定義を行っている。サービスマーケティン

グの論説とサービスとしてのファイナンシャル・サービスの領域と定義を先行研究

として行っている。 

また、第 3 章では、ファイナンシャル・サービスの特性と特質において、他の消費

財や生産財におけるサービスと異なり、独自の専門知識を必要とするものであるこ

とと、これまで述べられていた資産形成に関わることだけでなく、生活不安の高ま

りからどの社会階層にも求められる個人の生活の為の必需性あるサービスとして

位置づけ、個々のニーズを特定してサービスを提供するサービスマーケティングと

しての専門性の有効性を示している。 

この点に関して、これまで特定されてこなかったサービスマーケティングの新しい

提言をしたものと言える。 

● 第 4 章では、具体的パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングの展開

としてターゲットと顧客セグメントを行っており、世代毎の特性とライフスタイル

セグメントの重要性を指摘し、これによる各層のパーソナルファイナンシャル・サ

ービスの具体的適用を述べている。この点に関してもこれまで展開されてこなかっ

た新しいパーソナルファイナンシャル・サービスの具体的命題について論述してお

り、極めて新しい提言と言える。 

● また第 5 章では、先行研究でなされたマーケティング手法の適用と戦略を述べてい

る。ターゲッティングにおけるシニア世代とヤング・子育て世代へのクロスマーケ

ティングの主張とパーソナルファイナンシャル・サービスの実務的適用を述べ、さ

らに 4Ｐ→4Ｃへの顧客視点の転換をパーソナルファイナンシャル・サービスに適

用し、サービス・コスト・チャネル・コミュニケーションの 4 軸の応用を指摘して



 

 

 

 

                                          

 

 

いる。さらにコミュニケーション戦略上のプロセルモデルの応用も指摘している。

そして、マーケティングミックスモデル（メディアクロッスィング概念）について

も論述している。そして企業アプローチとしてオムニチャネルの適用をパーソナル

ファイナンシャル・サービスで述べている。以上の指摘は独自性あるものでこれま

で明確にされてこなかったパーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティン

グ戦略適用を明確にしたのものとして評価できる。 

● さらに第 5 章では、パーソナルファイナンシャル・サービスのマーケティングプロ

セスモデルを論述している。 

ここでは、パーソナルファイナンシャル・サービスの商品としての開発プロセス、

またコミュニケーション戦略展開プロセス、チャネル対象としてのビジネスプロセ

スを明示し、パーソナルファイナンシャル・サービスとしての独創性と特異性を明

らかにしている。そして、ビジネスプロセスとしての独自の有用性とビジネス概念

を取りまとめている。これも従来にはなかった独自のマーケティング手段のビジネ

スモデルとも言え評価できる。 

● 第 6 章では、パーソナルファイナンシャル・サービスにおける新たなマーケティン

グ戦略構築モデルとして提言している。 

１つは、Just in Time なパーソナルファイナンシャル・サービス商品とサービス

の購買プロセス対応の為のオムニチャネルモデルについて事例を含めて提言して

いる。 

2 つ目はデジタル社会の進展の中で、金融機関を含めてチャネル連携の方向性とソ

ーシャルメディア・モバイルの対応について提言している。 

3つ目は顧客とのリレーションシップ強化の為の組織対応モデルの提言をしている。 

4 つ目はトータルパーソナルファイナンシャル・サービスの顧客対応モデルとして

チャネル別対応モデルとチャネル課題解決モデルを提言している。 

これらの事項は新しい顧客対応モデルとして評価できる。 

  ● 第 7 章では、本論文の命題と提言をまとめたものであり、上記第 6 章迄で論述さ

れた内容全体を精査し、①ファイナンシャル・サービスの独自的特性と提言、②

ファイナンシャル・サービスマーケティングにおける市場細分化とターゲティン

グ、③マーケティングチャネル戦略におけるファイナンシャル・サービスマーケ

ティングの特性と提言、④パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティン

グの概念と領域と戦略の命題と提言を行なってある。そして本論文の全体要旨と

している。 

 

以上のように、各章毎の内容を審査し、それぞれの提言や適用を評価すると同時に、

提言モデルの評価を行い、博士論文として認可できると合判定した。 

ファイナンシャル・サービスマーケティングは、我が国ではマーケティングの範疇



 

 

 

 

                                          

 

 

としてはほとんど論じられていない。コトラー（Kotler et al.）(2002)は、サービ

ス専門企業が行うサービスマーケティングを論じているが、ファイナンシャル・サ

ービスを対象とするマーケティングとは本質的に異なる。また銀行経営論や保険論

等において、サービスマネージメントという形でファイナンシャル・サービスマー

ケティングが論じられていることがあるが、それは組織マネジメントの一環として

取り上げられており、マーケティングの観点からのアプローチではない。そして、

パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングの遂行にあたり、カウンセ

リングを含めたコンサルテーションが顧客との双方向的信頼関係の樹立に極めて

重要である。このようなインタラクティブマーケティングの実施に当たっては、コ

ンサルティングサービス・マーケティングが極めて重要な機能を果たすこととなる。

しかしそれは銀行、証券会社、保険会社等のサービス業の個別領域を議論するので

はなく、マーケティング実務戦略展開の命題である顧客から出発した顧客ニーズの

充足と充実を目指し、充足・充実と満足を達成するための独自のマーケティング手

法を用いることが求められている。 

こうした提言を論旨とした本論文の評価は高く、新たなこの分野のマーケティング

戦略チャレンジとして評価したい。 

3. 審査評価の上での本論文の命題と提言の要旨 

本論文では、以下の 4 つの命題と提言をあげている。 

1）．ファイナンシャル・サービスの独自的特質・特性について 

 本論文では，ファイナンシャル・サービスマーケティングで提供するファイナンシャル・

サービスは，「サービスが一般的に有するサービスの無形性，同時性，不可分性，変動性・

異質性，消滅性という 4 つの特質・特性のほかに，一次選択行動の非完結性，不確定消費，

消費デュレーション(消費継続期間)という 3 つの特質・特性が追加されるものである」とし

て，ファイナンシャル・サービスの 7 つの独自的特質・特性をとらえている。 

そして、ファイナンシャル・サービスについて，サービス提供者(従業員スタッフ)が適切

なコミュニケーション能力を発揮して，消費デュレーションの特性から，生涯にわたる顧

客との長期的で良好な関係維持を図っていかなければ，顧客は提供されるファイナンシャ

ル・サービスを購入してくれないとしている。 

 以上の命題に対して、ファイナンシャル・サービスの提供にあたっては、ファイナンシ

ャル・サービスの独自的特質・特性を加味したサービス商品の開発(サービス価値の創造)

とサービス提供者(従業員スタッフ)の顧客との共感能力やコミュニケーション能力の醸成、

さらに顧客の一生涯にわたる良好な顧客関係づくり等がマーケティング戦略として求めら

れると提言としている。 

2）．ファイナンシャル・サービスマーケティングにおける市場細分化とターゲティング 

ファイナンシャル・サービスを提供するにあたっては,サービスの提供を受ける顧客を特定

化する必要があるが，ファイナンシャル・サービスマーケティングでは，顧客のライフス



 

 

 

 

                                          

 

 

タイルが大きな影響を与えている。そこでファイナンシャル・サービスマーケティングに

おける市場細分化は，「顧客の生活シーンを反映させたライフスタイルセグメンテーション

を軸として設定することが重要である」としている。また，ターゲティングは，「生活者市

場におけるフィルターごとに区分した世代を標的市場とすることが有効である」としてい

る。 

上記の命題に対して、顧客を細分化する方法として，生活シーンを反映させたセグメン

トを設定した細分化戦略を採用すべきである。しかし，年齢や世代をフィルターごとに区

分けすると,世代とライフステージの相関性が高いことから世代別ターゲット戦略に取り組

むことが有効なマーケティング戦略となると提言している。 

3）．マーケティングチャネル戦略 

 マーケティングチャネルは,商品やサービスを中心とした企業側の販売管理の構成をチャ

ネル化した戦略とみられていたものであるが,これは一般論としては，ファイナンシャル・

サービスマーケティングにおけるチャネル戦略にも当てはまる。 

 しかし，顧客が抵抗なくチャネル間を移動して購買までたどり着けるように，複数チャ

ネル間を移動する顧客が残した情報や既存契約の情報を一元管理し，チャネル共通で活用

できる詳細な顧客情報データを構築する取組みが求められる。これは，従来のチャネルに

とらわれない顧客アプローチであり，チャネル間をシームレスに繋ぐ仕組みづくりの構築

である。 

 このようなチャネル間をシームレスに繋ぐ新しいチャネルシステムをオムニチャネルと

呼ぶならば，ファイナンシャル・サービス提供企業チャネル戦略は，「従来のマルチチャネ

ル戦略，さらにオムニチャネル戦略の展開への方向が有効である」という命題が成り立つ。 

 その為にはファイナンシャル・サービス提供企業,例えばその代表的企業である保険会社

の代理店という「人のチャネル」は依然として強いものであるが，保険購入を考える人々

の入口としてのインターネットの存在は年々大きくなっている。保険会社においては，こ

のような状況に適応してインターネット上での個別相談ができるようにしたり，利便性の

高いインターネット担当者による支援・アドバイスのチャネルを併用し，情報収集，保険

料試算から最終的な購買に至るまでのプロセスを完結する新たなチャネルに取り組みが始

まっている。 

 オムニチャネルは，顧客が複数チャネルから好きなチャネルを選択するとともに，チャ

ネル間を自由に移動することを想定し，顧客視点に立ったチャネルを形成している。そこ

で，ファイナンシャル・サービスマーケティングにおけるマーケティングチャネル戦略と

しては，オムニチャネルの構築により，顧客との接点を多様化して，それぞれのチャネル

の利点を活用し，情報収集，保険料試算，コールセンターや保険窓口担当者への質問等が

シームレスにチャネル間を移動しながら，最終的に購買の意思決定ができる仕組みを構築

し，まさに「個客」の視点に立ったオムニチャネルの取組みを行うことが必要であると提

言している。 



 

 

 

 

                                          

 

 

4）．パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングの概念・領域と戦略 

パーソナルファイナンシャル・サービスマーケティングは,我が国ではマーケティングの

範疇としてはほとんど論じられていない。コトラー（Kotler）（2000）は，サービス専門企

業が行うサービスマーケティングを論じているが，ファイナンシャル・サービスを対象と

するマーケティングとは本質的に異なる。また銀行経営論や保険論等において，サービス

マネジメントという形でファイナンシャル・サービスが論じられていることがあるが，そ

れは組織マネジメントの一環として取り上げられており，マーケティングの観点からのア

プローチではない。 

そこで、ファイナンシャル・サービスマーケティングは,「(1)顧客ライフスタイルを軸と

する細分化とフィルターごとに区分した世代別ターゲティングにより，市場(標的顧客)を特

定化し，(2)この特定化した顧客に対し，①顧客ニーズに対応した価値のあるサービス商品

の開発，② 顧客コストと顧客価値の適合化,③ 顧客接点の場（サービス・エンカウンター）

の適正な管理,④ 顧客との良好なリレーションの構築という各マーケティング要素を遂行

する」ものであるとしている。これらマーケティング要素は，相互に関連して整合性(内的

整合性)をもつものでなければならないし，さらにこれらマーケティング要素は，顧客を取

り巻く外的な社会経済環境との整合性(外的整合性)を保つものであると提言している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

                                          

 

 

 

 総括―1 ファイナンシャル・サービスマーケティングの概念・領域 

 

 

個人責任型社会の到来 

 

 

 

 

 

 

＜適正な市場・顧客対応の必要性＞ 
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業界の競争環境の動向       IT 発展による社会環境の変化 

 

備考：内側の円の 4 つのマーケティング要素は，相互に関係しているので,4 つの要素内で

整合性をとっていなければならないし，外的環境要因とも整合性をとっていなければなら

ない。 

出所：論文筆者作成 

 

 

 

人
口
減
少
と
少
子
高
齢
化
社
会
の
進
展 

市場・ 

消費環境の変化 

新
た
な
政
策(

規
制
緩
和
も
含
む)

の
展
開 

「ファイナンシャル・サービスの開発」の必要性 

市場（顧客） 

顧客のライフ

スタイルを軸

とする細分化 

世代別ターゲ

ティング 

「顧客接点の場

の設定と適切な

管理」の必要性 

「リレーションシ

ップ・マーケティ

ングの必要性 

「顧客コストと顧客価値

の適合化」の必要性 

整合性 

整合性 整合性 

整合性 



 

 

 

 

                                          

 

 

それ故ファイナンシャル・サービスマーケティング戦略の構築にあたっては,(1)ファイナ

ンシャル・サービスの独自的特質・特性に基づき,顧客の個別サービスニーズに適応したタ

ーゲット戦略により，標的顧客を特定化し，(2)特定した標的顧客に対し,4 つのファイナン

シャル・マーケティング戦略要素(①価値創造型サービスの開発戦略，②顧客コストに適合

化した顧客提供戦略,③顧客接点・チャネル多様化戦略，④リレーションシップ・マーケテ

ィング実践戦略)を組み合わせた統合型マーケティングミックス戦略を実行し，それにより，

(3)これら戦略的マーケティング手法の遂行により顧客満足を獲得する戦略を追求すること

が，ファイナンシャル・サービスマーケティングの成功の鍵であると提言している。 

 

 

こうした命題の設定と提言の論述はサービスマーケティング戦略の中でこれまで論じら

れてこなかったパーソナル・ファイナンシャルサービスをマーケティング戦略の命題とし

てポジションづけていることは重要である。 

さらに顧客中心主義を命題としてそのサービスはインタラクティブで Just In Time な対

処とアプローチを求められるとしている。この事象は今日すべての企業に求められるビジ

ネスチャレンジと言えるが、それをパーソナル・ファイナンシャルサービスのマーケティ

ング戦略としてこれまでになかった領域の提言として評価できる。 

論文審査は上記の要旨を査読し、主査・副査 2 名共に博士論文として論文発表、口頭試

問審査を含めて合の評価をした。 

  



 

 

 

 

                                          

 

 

 

図 総括―2 ファイナンシャル・サービスマーケティング戦略構築のイメージ 

 

ファイナンシャル・サービスマーケティング戦略 
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(備考) 

□内が,ファイナンシャル・サービスマーケティング戦略を構成する要素ということにな

る。 

 出所：論文筆者作成 
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